
国富町空き家バンク制度実施要綱 

平成２７年８月２８日  

告 示 第 ５ １ 号  

国富町空き家・空き地情報バンク制度要綱（平成２５年国富町告示第１９

号）の全部を改正する。 

 （目的） 

第１条 この要綱は、国富町における空き家・空き地の有効活用により、町へ

の移住及び定住希望者へ情報提供を行い、地域の活性化と町への移住及び定

住促進を図ることを目的とする。                              

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 ⑴ 空き家 個人が居住を目的として町内に建築（居住の用に供する部分と、

事業の用に供する部分とが結合した併用住宅を含む。）し、現に人が居住

していないもの、又は近く居住しなくなる予定のものをいう。ただし、既

に売買又は賃貸の目的となっている建物であって当該目的のために建築又

は取得したものを除く。 

 ⑵ 所有者等 空き家に係る所有権その他の権利により当該空き家の売買、

賃貸を行うことができる者をいう。 

 ⑶ 空き家バンク制度 町内の空き家の売買、賃貸を希望する所有者等から

申込みを受けた情報を公開し、町内へ移住及び定住を目的として空き家の

利用を希望する者（以下「利用希望者」という。）の情報を登録し、当該

登録をした者に対し、情報提供を行う制度をいう。 

 ⑷ 事業者 宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３号

に規定する宅地建物取引業者であり、空き家バンク制度の趣旨に賛同し、

町の依頼により取引を仲介する者。 

（適用上の注意） 

第３条 この要綱は、国富町空き家バンク制度以外による空き家の取引を規制 

するものではない。 

 （空き家の登録申請等） 

第４条 空き家バンク制度による空き家の売却及び賃貸の情報の登録を受けよ

うとする所有者等は、空き家バンク物件登録申請書（別記様式第１号）及び

空き家バンク物件登録カード（別記様式第２号）を町長に提出しなければな

らない。 

２ 町長は、前項の規定により申込みがあったときは、その内容を確認のうえ、

適切であると認めたときは、空き家バンク登録台帳に登録するものとする。  

３ 町長は、前項の規定により登録したとき、又は第１項の規定による申請に



ついて次のいずれかに該当することが判明し、前項の規定による登録が適当   

と認められないときは、空き家バンク物件登録完了（却下）通知書（別記様

式第３号）を当該申込者に通知するものとする。 

 ⑴ 所有者等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」とい

う。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）で

あるとき、又はそれらと密接な関係を有する者であるとき。 

 ⑵ 所有者等が宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３

号に規定する宅地建物取引業者（以下「宅建取引業者」という。）である

とき。 

 ⑶ 空き家が次のいずれかに該当するとき。 

  ア 法令等の規定に違反するものであるとき。 

  イ 空き家の状態、周囲の環境等から見て、当該空き家への利用希望者の

居住に際して、不利益を及ぼすおそれがあるものであるとき。 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、空き家バンク制度の目的に寄与すると認め 

られないとき。 

４ 町長は、第２項の規定による登録をしていない空き家で、空き家バンク制

度に登録することが適当と認めるものがあるときは、空き家調査票（別記様

式第４号）を用いた物件情報の調査又は、現地確認により、当該空き家の所

有者等に対して空き家バンク制度による登録を勧めることができる。 

 （空き家に係る登録事項の変更及び取消の届出） 

第５条 前条第２項の規定により登録を受けた者（以下「登録者」という。）

は、登録事項の内容に変更があったときは、空き家バンク物件登録変更届

（別記様式第５号）及び空き家バンク物件登録カードにより、当該登録物件

を取り消すときは、遅滞なく空き家バンク物件登録取消届（別記様式第６号）

により、遅滞なくその旨を町長に届け出なければならない。 

 （空き家台帳登録の取消し） 

第６条 町長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を取り

消すとともに、空き家バンク物件登録取消通知書（別記様式第７号）により

当該登録者に通知するものとする。 

 ⑴ 登録者より、空き家バンク登録取消届出の提出があったとき。 

 ⑵ 空き家に係る所有者その他の権利に異動があったとき。 

 ⑶ 申請内容に虚偽があったと認めたとき。 

 ⑷ 第４条第２項の規定による登録をした日の属する年度の翌年度の４月１ 

日から 1年を経過したとき。 

 ⑸ 第４条第３項各号のいずれかに該当することが判明したとき。 

２ 登録者は、前項第４号の規定により登録を取り消されたときは、第４条第 



１項の規定による登録の申請を再度行うことができる。 

 （事業者の選定） 

第７条 町長は、国富町「空き家バンク」媒介に関する協定書（以下「協定書」 

という。）に基づき、一般社団法人宮崎県宅地建物取引業協会（以下「宅建協 

会」という。）の協力により、事業者を選定するものとする。 

（事業者の登録用件） 

第８条 事業者となることができる者は、次に掲げる全ての要件を満たす者と 

する。 

 ⑴ 第２条第４号に規定する宅地建物取引業者であること。 

 ⑵ 事業者及び事業主に係る国税、県税、市町村民税を完納していること。 

 ⑶ 暴力団、暴力団員又はそれらと密接な関係を有する者ではないこと。 

 （事業者の登録申請等） 

第９条 事業者登録を希望する者は、空き家バンク事業者登録申請書（別記様 

式第８号）を町長に届出しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、その内容を確認の上、適当と認めた 

ときは事業者として登録し、町ホームページ等で事業者一覧を公表するもの 

とする。 

３ 町長は、前項の規定により登録したとき、又は第１項の規定による申請に 

ついて次のいずれかに該当することが判明し、前項の規定による登録が適当 

と認められないときは、空き家バンク事業者登録完了（却下）通知書（別記 

様式第９号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

⑴ 第８条各号のいずれかに該当しないことが判明しいたとき。 

⑵ 前号に掲げるもののほか、空き家バンク制度の目的を損ない、又は目的

に寄与しない者であると町長が認めるとき。 

 （事業者登録に係る登録事項の変更及び取消の届出） 

第１０条 前条第２項の規定による登録を受けた事業者（以下「登録事業者」 

という。）は、当該登録の内容に変更があったときは、空き家バンク事業者 

登録変更届（別記様式第１０号）により、当該登録を取り消すときは空き家 

バンク事業者登録取消届（別記様式第１１号）により遅滞なくその旨を町長 

に届け出なければならない。 

（事業者登録の取消し） 

第１１条 町長は、第９条第２項の規定による登録について、次のいずれかに

該当するときは、当該登録の取消し及び町ホームページの登録事業者から削

除するとともに、空き家バンク事業者登録取消通知書（別記様式第１２号）

により当該登録事業者に通知するものとする。 

 ⑴ 前条に規定する空き家バンク事業者登録取消届の提出があったとき。 

 ⑵ 申請内容に虚偽があったと認められるとき。 



 ⑶ 第８条各号のいずれかに該当しないことが判明したとき。 

 ⑷ 町長が登録事業者として不適格と判断したとき。 

２ 前項の規定により登録が取消され、事業者に損害が発生した場合であって

も、町はその賠償の責めを負わないものとする。 

 （登録事業者の役割） 

第１２条 登録事業者は、第４条第２項の規定により登録された登録者の意向

により、物件の調査及び売買、賃貸借の仲介を行う。 

 （登録物件に対する登録事業者の選定について） 

第１３条 町長は、協定書に基づき、宅建協会に、前条に規定する業務を行う 

事業者（以下「取扱業者」という。）の選定を依頼するものとする。ただし、 

登録者自身が登録事業者の中から取扱業者を指定した場合はこの限りではな 

い。 

２ 宅建協会は、前項の規定により選定の依頼を受けたときは、取扱業者を選

定し、町長に報告するものとする。 

３ 町長は、第１項ただし書きの規定により登録者が取扱業者を指定したとき

又は前項の報告を受けたときは、取扱業者を決定し、速やかに登録者に対し

て通知を行うものとする。 

４ 町長は、取扱業者に空き家バンクの媒介に係る協力依頼書（別記様式第１

３号）による、物件調査及び仲介を依頼するものとする。 

 （利用登録申請等） 

第１４条 利用希望者は、空き家バンク制度による空き家の利用に関する情報

の提供を受けようとするときは、空き家バンク利用登録申込書（別記様式第

１４号。）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による登録の申請があったときは、その内容を確認の

うえ、利用者として適当であると認めたときは、空き家バンク利用者台帳

（以下「利用者台帳」という。）に登録するものとする。 

３ 町長は、前項の規定による登録をしたとき、又は第１項の申請を行った利

用希望者が次のいずれかの者に該当することが判明し、前項の規定による登

録が適当と認められないときは、空き家バンク利用登録完了（却下）通知書

（別記様式第１５号）により、当該申請者に通知するものとする。 

 ⑴ 暴力団、暴力団員又はそれらと密接な関係を有する者 

 ⑵ 宅建取引業者 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認めた者 

 （利用登録者に係る登録事項の変更の届出） 

第１５条 前条第２項の利用者台帳に登録された利用希望者（以下「利用者」

という。）は、当該登録事項に変更があったときは、空き家バンク利用登録

変更届（別記様式第１６号）により、当該登録を取消すときは空き家バンク



利用登録取消届（別記様式第１７号）により、遅滞なくその旨を町長に届出

なければならない。 

 （利用者の登録台帳の取消し） 

第１６条 町長は、第１４条第２項の規定による登録について、次の各号のい

ずれかに該当するときは、登録を取消すとともに、空き家バンク利用登録取

消通知書（別記様式第１８号）により当該利用者に通知するものとする。 

 ⑴ 前条に規定する空き家バンク利用登録取消届の提出があったとき。 

 ⑵ 新たな住宅の新築又は購入、遠隔地への長期に渡る転出、所在不明等の

事実が判明し、利用者が第１４条第２項の規定に該当しなくなったと認め

られるとき。 

 ⑶ 申請内容に虚偽があったと認められるとき。 

 ⑷ 第１４条第２項の規定による登録をした日の属する年度の翌年度の４月

１日から１年を経過したとき。 

 ⑸ 利用者が第１４条第３項各号のいずれかに該当することが判明したとき。 

２ 利用者は、前項第４号の規定により登録を取消されたときは、第１４条第 

１項の規定による登録の申請を再度行うことができる。 

 （空き家情報等の提供） 

第１７条 町長は、必要に応じて、空き家の登録情報を町のホームページ等に

掲載し、周知するとともに、登録者及び利用者に対して、それぞれ空き家バ

ンク登録台帳及び利用者台帳に登録された有用な情報を提供するものとする。 

 （物件交渉の申込み等） 

第１８条 空き家バンク登録台帳に登録された空き家の登録者との交渉を希望

する利用者は、空き家バンク物件交渉申込書（別記様式第１９号）を町長に

提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申込みがあったときは、空き家バンク物件交渉

申込通知書（別記様式第２０号）により当該交渉希望物件の登録者に通知す

るものとする。この場合において、当該物件の交渉の代理又は媒介を行う取

扱業者があるときは、その者に対しても通知するものとする。 

３ 前項の規定により通知を受けた登録者又はその代理若しくは取扱業者は、

遅延なく利用者と空き家の利用に係る交渉を行い、当該交渉が終了したとき

は、空き家バンク物件交渉結果報告書（別記様式第２１号）により町長にそ

の結果を報告するものとする。 

 （取引物件に対する調査及び交渉等） 

第１９条 第１３条第２項の規定により仲介を依頼された取扱業者は、登録物

件の調査及び売買、賃貸借の交渉等を行うものとする。この場合において、

取扱業者は調査結果及び問合せ、物件確認、申込等の状況を、登録者及び町

に適宜報告するものとする。 



２ 取扱業者は、登録者と利用者との交渉を行うものとする。 

３ 登録者と利用者は、前項の交渉により合意に達した場合は、取扱業者の仲

介のもと宅地建物取引業法に基づき、当該登録物件に係る売買又は賃貸借の

契約を締結するものとする。 

 （契約の仲介に係る報酬） 

第２０条 前条の規定に基づく業務により、取引が成立した場合に取扱業者が

受け取ることができる報酬の額は、宅地建物取引業法第４６条第１項の規定

により国土交通大臣が定めた報酬の額の範囲内とする。 

 （取扱業者の責務等） 

第２１条 取扱業者は、次に掲げる事項に留意の上、仲介を行うものとする。 

 ⑴ 登録者や利用者の信頼を損なうことがないよう、誠心誠意対応するもの

とする。 

 ⑵ 取引等に関して、苦情又は紛争が発生した場合には、自らの責任におい

て処理するものとする。 

 （登録者と利用者の交渉等） 

第２２条 町長は、登録者と利用者との空き家の利用に関する交渉及び売買、

賃貸借の契約（以下「契約等」という。）については、直接これに関与しな

いものとする。 

２ 契約等に関する一切の疑義、紛争等については、当該契約等にかかる当事

者間で解決するものとする。 

 （個人情報の取扱い） 

第２３条 登録者及び利用者は、空き家バンク制度における個人情報の取扱い

について、次の各号に定める事項を遵守しなければならない。 

 ⑴ 空き家バンク制度から知り得た個人情報を他に漏らし、又は自己の利益

若しくは不当な目的のために取得、収集、作成をしないこと。 

 ⑵ 空き家バンク制度から取得した個人情報にあっては、当該個人情報を町 

長の承諾なくして複写し、又は複製しないこと。         

⑶ 個人情報を毀損及び滅失することのないよう適正に管理すること。 

 ⑷ 保有する必要がなくなった個人情報は、適切に廃棄すること。 

 ⑸ 個人情報の漏えい、毀損、滅失等の事案が発生した場合は、速やかに町

長に報告し、その指示に従うこと。 

 （補則） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２７年８月２８日から施行する。 


